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我が国では，急速な人口減少や少子高齢化に伴う中心市街地の衰退や都市機能の低下，およびモータ

リゼーションの進展による公共交通の衰退と都市の郊外化など，多くの社会問題が顕在化しており，持

続可能な都市実現のための政策立案の必要性が高まっている．しかし，社会の様相は個人や世帯などの

行動により絶えず変化しており，そのダイナミクスを記述する必要がある．先行研究では，マルチレイ

ヤネットワークモデルにマイクロシミュレーション型都市モデルを援用した社会ダイナミクスシミュレ

ーションを構築し，仮想都市において表現の妥当性を検証するとともに，実都市を対象とした適用を行

った．本研究では，豊橋市において構築されたシミュレーションを用いて，4 次メッシュごとの人口・

世帯分布や交通需要の将来予測を行う．また，公共交通に着目した都市政策を考慮した将来シミュレー

ションを実施し，固有ベクトル中心性によるアクセシビリティ指標を用いた評価を行う． 

Key Words : Multi layer network, Social Dynamics, Micro Simulation, policy evaluation, Eigenvector 

Centrality  

 

 

1． はじめに 

 

我が国では，急速な人口減少や少子高齢化に伴う

中心市街地の衰退や都市機能の低下，およびモータ

リゼーションの進展による公共交通の衰退と都市の

郊外化など，多くの社会問題が顕在化している．ま

た，高齢者を中心とした交通弱者の増加，都市サー

ビスコストや都市施設の維持管理コストの増大など

が課題となっており，持続可能な都市実現のための

政策立案の必要性が高まっている． 

こうした中，都市構造や社会構造の表現，分析，

評価を行うモデルに関する研究が蓄積されている．

特に欧米諸国では，土地利用と交通の相互作用を考

慮した都市政策評価ツールとして，様々な都市モデ

ル（土地利用-交通モデル）が開発されてきた 1)．中

でも，土地利用と交通の変化を経年的に記述するた

めの分析手法として，近年ではマイクロシミュレー

ションを用いた都市モデルの開発が積極的に行われ

ている 2),3),4),5),6),7)．マイクロシミュレーション型の

都市モデルは，分析の最小単位として個人や世帯

（意思決定主体）のマイクロデータを用いており，

個人単位で属性変化や選択行動を確率的にモデル化

するため，個人や世帯の属性を考慮した綿密な都市

分析や政策評価に対する期待が高まっている． 

また，社会構造の表現にネットワークを用いる研

究も活発に行われている．特に，人や組織どうしの

関係性（人間関係，企業間関係，個人-コミュニティ

間関係など）をネットワークによりモデル化し，

Graph Topology（ネットワーク形状論）や Network 

Science（ネットワーク科学）の観点から分析する試
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み（社会ネットワーク分析）が数多く行われている
8),9),10),11)．社会ネットワーク分析とは，主体の属性だ

けではなく，その関係性に着目して現象をとらえよ

うとする方法論であり，ネットワークを用いること

で主体間の複雑な関係性を数学的に表現し考察する

ことが可能となる．さらに，人や組織間関係の表現

のみならず，特に土木計画の分野においては，道路

ネットワークの表現と評価，地域コミュニティや施

設アクセス性の分析など，幅広い対象にネットワー

クが適用されている 12),13)． 

 以上を踏まえて，都市空間内の主体間の相互関係

性をネットワークで記述することで，複雑かつ大規

模な都市構造を簡便に表現し，ネットワーク形状論

からの評価が可能になると考えられる．また，マイ

クロシミュレーション型都市モデルを援用すること

で，ネットワーク上で社会のダイナミクスを表現可

能なモデルを構築し，持続可能な都市の実現に向け

た様々な政策を評価する手法の構築が有用であると

考えられる．先行研究である長尾ら 14),15),16)の研究で

は，マルチレイヤネットワークを用いて社会ダイナ

ミクスの表現を可能なモデルを構築し，仮想都市へ

の適用を行っている．施設アクセスネットワークに

着目し，固有ベクトル中心性を算出し，その結果，

個人ノードの固有ベクトル中心性は，都市内の相対

的なアクセシビリティを表現することが確認された．

しかし，実際の都市を対象とした手法の有効性につ

いては検証はなされていない． 

そこで本研究では，社会ダイナミクスシミュレー

ションモデルの実都市への適用として，愛知県豊橋

市を対象としてマイクロシミュレーションを適用し，

4 次メッシュごとの将来的な人口・世帯を予測し，将

来的な公共交通の需要予測を行う．具体的には，仮

想都市を対象に構築された社会ダイナミクスシミュ

レーションモデルを実都市に適用するために改良し，

固有ベクトル中心性によるアクセシビリティ指標の

算出結果より有用性について検討する．また，公共

交通に着目した都市政策を考慮した将来シミュレー

ションを実施し，固有ベクトル中心性によるアクセ

シビリティ指標を用いた評価を行う． 

 

 

2．マルチレイヤネットワークによる社会ダイナ

ミクスの記述 

 

(1)  都市空間の記述 

 ある特定時点のマルチレイヤネットワークによる

都市空間の記述イメージを図-1に示す．マルチレイ

ヤネットワークにおいて，個人属性，世帯構成，立

地，施設アクセスはノードどうしの接続関係で表現

する．また，人口動態や土地利用変化は，ライフイ

ベント生起確率や立地選択モデルによる確率的なノ

ードの消滅・生成，リンクの付け替えで表現する．

特に，個人の施設選択は個人ノードと施設ノードの

接続で表現し，施設へのアクセス性は施設アクセス

リンクの重みとしてアクセシビリティ指標（以下

ACC指標）を付与することで表現する．ACC指標に

ついては，いくつかの指標が提案されているが，本

モデルでは，個人の選択行動のモデル化により得ら

れる最大効用の期待値（ログサム）を用いる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 マルチレイヤネットワークによる都市空間の記述 

 

(2) 社会ダイナミクスシミュレーションモデル概要 

本モデルでは，マイクロシミュレーションによる

人口・世帯の変動と交通アクセシビリティモデルに

よるアクセシビリティと固有ベクトル中心性の算出

を並行して行う．シミュレーションのフローを図2に

示す． 

交通・アクセシビリティモデルでは，シミュレー

ションタイムステップごとの居住分布および個人の

交通手段選択を考慮した交通を表現し，施設（目的

地）アクセスに関するアクセシビリティ指標を算出

する． 

 

 

図-2 シミュレーションフロー 
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(3) ライフイベントモデル 

シミュレーションタイムステップごとに，ノード

間のリンクの付け替えなどの処理を行い，マルチレ

イヤネットワークの形状を変化させることで，都市

構造の遷移を表現する．ライフイベントモデルでは，

シミュレーションタイムステップごとにライフイベ

ント(加齢・死亡・離婚・結婚・出生・就業・就学・

免許保有状態・独立(離家)・転居)を確率的に発生さ

せることで，個人・世帯の属性変化や，その下での

離家・転居を表現する．ライブイベントモデルは，

既構築のマイクロシミュレーション型都市モデル 7),8)

を参考とする．また，転居世帯の立地変化は，居住

ゾーン選択モデルモデルにより表現する．一方で，

個人の施設選択およびアクセス性は，アクセシビリ

ティモデルにより表現する．アクセシビリティモデ

ルでは，シミュレーションタイムステップごとの都

市内人口・世帯分布および交通ネットワークを考慮

し，利用者均衡配分により交通量を配分する．これ

により，交通LOSおよび個人の施設(目的地)アクセス

に関する一般化費用を算出する．さらに，交通手段

選択モデルをベースとしたアクセシビリティ指標を

算出し，これを施設アクセスリンクの重みとして付

与する．また，マイクロシミュレーションのライフ

イベントモデルについて詳細を下記に示す． 

a) 加齢 

 加齢イベントは，個人ノードに確定的に生じる．

シミュレーションタイムステップを∆𝑡とすると，個

人の年齢に∆𝑡が加えられる．個人属性（年齢）レイ

ヤと個人レイヤ間の個人属性リンクが付け替わるこ

とで加齢を表現する．以降のライフイベントは，加

齢後の年齢にも基づく生起確率にしたがって確率的

に生じる． 

b) 死亡 

 死亡イベントは，すべての個人ノードに対して確

率的に生じる．累積生存関数にワイブル分布を仮定

した生存時間解析によって性別年齢別に死亡確率を

定義する．ワイブル分布の累積生存関数𝑆(𝑡)は次の

通りである． 

𝑆(𝑡) = 𝑒𝑥𝑝 {− (
𝑡

𝛽
)

𝛼

}  (𝑡 ≥ 0) (1) 

ここで，𝑡は年齢（生存時間），𝛼，𝛽はパラメータで

ある．式(1)は生命表の統計データを基に推定可能で

ある．死亡確率は1 − 𝑆(𝑡)で定義され，確率的に死亡

判定がなされる．死亡判定された個人ノードは消滅

し，接続している各リンクもすべて消去される． 

c) 離婚 

 離婚イベントは，婚姻関係リンクを持つ既婚の個

人ノードに対して確率的に生じる．統計データより

男性の年齢を基準として定義される離婚確率に基づ

き，離婚判定がなされる．離婚判定された個人ノー

ドに接続している婚姻関係リンクおよび婚姻ノード

は削除される．婚姻関係リンクが削除された場合，

男女どちらかが離家し転居するため，立地リンクに

も接続関係の変化が生じる．また，親子関係リンク

が存在する場合は，簡単のため，母親側の親子関係

を保持し，父親側のリンクを削除する． 

d) 結婚 

 結婚イベントは，婚姻関係リンクを持たない未婚

の個人ノード（男性 18歳以上，女性 16歳以上）に対

して確率的に生じる．統計データより定義される性

別年齢別結婚確率に基づき，結婚判定がなされる．

男女のマッチングは統計データより定義される年齢

別夫婦の年齢差の分布に基づき行われる．域内の男

女のマッチングが優先されるが，域内にマッチング

該当者が存在しない場合に限り，域外から当該年齢

の配偶者を転入させる．結婚判定された個人ノード

には，共通の婚姻ノードに接続する婚姻関係リンク

を生成する．世帯の合流・分離については，①夫の

世帯に合流，②妻の世帯に合流，③どちらの親とも

同居しないの3パターンを考慮する．①，②の場合，

立地リンクの接続が合流される側の世帯と同様にな

るように付け替える．③の場合は，後述する転居と

同様に，立地リンクの付け替えを行う． 

e) 出生 

 出生イベントは，婚姻関係リンクを持つ既婚女性

（16～49歳）の個人ノードに対して確率的に生じる．

統計データより定義される母親の年齢別出生順位別

の出生確率に基づき，子供の出生判定がなされる．

出生確率は次に示す一般化対数ガンマ分布を用いて

定義する． 

𝑔𝑛(𝑥) =
𝐶𝑛|𝜆|

𝑏𝑛𝛤(𝜆𝑛
−2)

(𝜆𝑛
−2)𝜆𝑛

−2
𝑒𝑥𝑝 [𝜆𝑛

−1(
𝑥 − 𝑢𝑛

𝑏𝑛

)

− 𝜆𝑛
−2𝑒𝑥𝑝 {𝜆𝑛 (

𝑥 − 𝑢𝑛

𝑏𝑛

)}] 

(2) 

ここで，𝑔𝑛(𝑥)は𝑥歳の女性の第𝑛子の出生確率，𝛤

はガンマ分布であり，𝐶𝑛，𝑢𝑛，𝑏𝑛，𝜆𝑛はパラメータ

である．式(2)は国勢調査および人口動態調査の統計

データを基に推定可能である．出生が判定された場

合，0歳の個人ノードを新規に追加し，親子関係リン

ク，立地リンクを付与する． 

f) 就業・就学状態の更新 

 就業・就学状態の更新は，個人ノードに確率的に

生じる．統計データより定義する進学率・就職率に

基づき，個人属性（就業・就学）レイヤと個人レイ

ヤ間の個人属性リンクが付け替わることで就業・就

学状態の更新を表現する．また，進学・就職時の離
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家判定を行い，離家する場合は，後述する転居と同

様に，立地リンクの付け替えを行う． 

g) 免許保有状態の更新 

 免許保有状態の更新は，18歳以上の個人ノードを

対象として確率的に生じる．運転免許の取得率・返

納率は，統計データより定義される性別年齢別運転

免許保有率を1年スライドし，ある年齢階層における

保有率の上昇を取得率，減少を返納率として設定す

る．こうして定義された運転免許の取得・返納率に

基づき，個人属性（免許保有）レイヤと個人レイヤ

間の個人属性リンクが付け替わることで免許保有状

態の更新を表現する． 

h) 離家（独立） 

 離家イベントは，個人ノードに確率的に生じる．

離婚，就職・進学による離家とは別に，性別年齢別

離家率を定義し，それに基づき個人の離家判定がな

される．離家判定された個人ノードは立地リンクの

付け替えを行う． 

i) 転居 

 転居イベントは，同一世帯に属する個人ノードに

確率的に生じる．世帯主年齢別世帯人数別の転居率

に基づき，世帯の転居判定がなされる．転居判定さ

れた個人は同一世帯単位で立地リンクが付け替わる．

新たな立地リンクによるゾーンノードとの接続は，

世帯の立地ゾーンの選択を表し，後述する世帯の居

住地選択モデルによって接続先を決定する． 

 

(4) 居住ゾーン選択モデル 

 転居する世帯に属する個人ノードを対象に，立地

リンクの付け替えを行う．本モデルでは，対象地域

内の各ゾーンから1つのゾーンを選択する多項ロジッ

トモデルにより，転居先ゾーンを選択する．また，

世帯ℎの居住ゾーンの選択集合を𝑍ℎとしたとき，ゾー

ン𝑖の選択確率についての多項ロジットモデルおよび

効用関数は次のとおりである． 

𝑉𝑖ℎ = ∑ 𝛼𝑘  𝑋𝑖𝑘

𝑘

+ 𝛾 𝐿𝑃𝑖 + 𝑐 (3) 

𝑃𝑖ℎ =
𝑒𝑉𝑖ℎ

∑ 𝑒𝑉𝑖′𝑛𝑖′∈𝑍ℎ

，(𝑖 ∈ 𝑍ℎ) (4) 

ここで，𝛼𝑘，𝑐はパラメータであり，効用関数におけ

る説明変数として，交通条件，土地条件，アクセシ

ビリティなどのゾーン属性(𝑋𝑖𝑘)および地価（𝐿𝑃𝑖）を

考える． 

 

(5) 地価モデル 

 シミュレーションタイムごとに，ゾーン𝑖の属性値

としての地価を回帰モデルによって算出する．地価

モデルは次のとおりである． 

𝐿𝑃𝑖 = ∑ 𝛾𝑘  𝑋𝑘𝑖

𝑘

+ 𝛿𝐷𝑖 + 𝑐 (5) 

ここで，𝛾𝑘，𝛿，𝑐はパラメータであり，都心距離や

最寄駅距離などのゾーン条件（𝑋𝑘𝑖）および，立地密

度（𝐷𝑖）を考慮して地価（𝐿𝑃𝑖）を更新する．これに

より，次期の居住ゾーン選択モデルで用いる地価を

更新する． 

 

(6) 交通・アクセシビリティモデル 

ここでは，アクセシビリティ指標を算出するため，

利用者の交通手段選択をロジット型とした交通ネッ

トワーク利用者均衡配分モデルを定式化する．また，

先行研究で用いた仮想都市のモデルでは，交通目的

を考慮せず，すべての住民が仮想都市内の施設へ向

かうモデルであったため，本研究では，目的別に交

通手段選択確率に基づく交通量を算出し，全目的に

よる交通状況下でのアクセシビリティを算出する． 

公共交通については，実際の頻度，料金ではなく，

距離やターミナルごとにチャージが発生し，利用者

量に応じて頻度を可変するモデルとなっている．以

上より，個人カテゴリ別の交通手段別一般化費用を

考慮した交通手段選択モデルをベースに，アクセシ

ビリティ指標を算出する． 

本モデルにおいて，個人カテゴリ𝑛の選択可能な交

通手段は，𝑚 ∈ 𝑀𝑛｛自動車；𝐴𝑢𝑡𝑜，公共交通；𝑃𝑇

（バス・鉄道），徒歩；𝑊𝑎𝑙𝑘，世帯内同乗；𝑅𝑆}とす

る．また，ここでの個人カテゴリ𝑛は，個人の属性

（年齢，利用可能交通手段など）によって分類され

る．さらに，都市空間内の交通ネットワークは外生

的に与えられるものとする．これにより，交通手段

別 OD 交通量を都市空間内の交通ネットワークに配分

することでLOSを算出し，個人カテゴリ𝑛の OD経路に

対する一般化費用およびアクセシビリティ指標を算

出する． 

まず，個人は OD（𝑖𝑗）間の一般化費用が最小とな

る経路を選択することとし，リンクコストを重みと

した最短経路を交通手段別に算定する．また，この

時のOD経路コストを，個人カテゴリ𝑛の交通手段𝑚利

用時の一般化費用𝑔𝑐𝑖𝑗,𝑛
𝑚 とし，リンクコストの和とし

て次式で表す． 

𝑔𝑐𝑖𝑗,𝑛
𝑚 = ∑ 𝛿𝑎

𝑖𝑗

𝑎

𝑐𝑎,𝑛
𝑚 + 𝜁𝑛

𝑚 (6) 

ここで， 

𝑐𝑎,𝑛
𝑚   ：交通手段𝑚，個人カテゴリ𝑛， 

道路リンク𝑎のリンクコスト 

𝛿𝑎
𝑖𝑗
   ：𝑖𝑗間の経路接続行列 

𝜁𝑛
𝑚
     ：交通手段𝑚，個人カテゴリ𝑛の定数項 
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（自動車の維持費・保険料，カテゴリ𝑛別の

交通手段𝑚利用に対する抵抗） 

また，交通手段別のリンクコスト𝑐𝑎,𝑛
𝑚 は以下である． 

𝑐𝑎,𝑛
𝐴𝑢𝑡𝑜 = 𝜏𝑛 𝑡𝑎

𝐴𝑢𝑡𝑜 + 𝑐𝑓 𝑑𝑎 (7) 
𝑐𝑎,𝑛

𝑅𝑆 = 𝜏𝑛 𝑡𝑎
𝐴𝑢𝑡𝑜 + 𝑐𝑓 𝑑𝑎 (8) 

𝑐𝑟𝑙,𝑛
𝑃𝑇 = 𝜏𝑛 (𝑡𝑟𝑙

𝑃𝑇 + 𝑐𝑐𝑟𝑙
+

1

2𝑓𝑙

) + 𝑐𝑎𝑟𝑙
+ 𝑐𝑡𝑟𝑙

+ 𝑐𝑑𝑟𝑙
，(𝑟𝑙 ∈ 𝑎) 

(9) 

𝑐𝑎,𝑛
𝑊𝑎𝑙𝑘 = 𝜏𝑛 𝑡𝑎

𝑊𝑎𝑙𝑘 (10) 

ここで， 

𝜏𝑛   ：個人カテゴリ𝑛の時間価値 

𝑡𝑎
𝐴𝑢𝑡𝑜  ：道路リンク𝑎の乗車時間 

𝑑𝑎    ：道路リンク𝑎の距離 

𝑐𝑓   ：自動車の走行経費原単位 

𝑟𝑙   ：系統𝑙の公共交通リンク(𝑟𝑙 ∈ 𝑎) 

𝑡𝑟𝑙
𝑃𝑇  ：公共交通リンク𝑟𝑙の乗車時間 

𝑐𝑐𝑟𝑙
  ：公共交通リンク𝑟𝑙の混雑（時間コスト） 

𝑓𝑙   ：系統𝑙の運行頻度 

𝑐𝑎𝑟𝑙
  ：公共交通リンク𝑟𝑙への乗り換えペナルティ 

（第 1番目の公共交通リンクにのみ考慮） 

𝑐𝑡𝑟𝑙
  ：系統𝑙，公共交通リンク𝑟𝑙のターミナル 

チャージ 

  （第 1番目の公共交通リンクにのみ考慮） 

𝑐𝑑𝑟𝑙
  ：系統𝑙，公共交通リンク𝑟𝑙の距離チャージ 

𝑡𝑎
𝑊𝑎𝑙𝑘  ：道路リンク𝑎の徒歩時間 

 以上を踏まえ，ネットワーク中の目的別交通手段

別 OD 交通量を算出する．まず，𝑖𝑗間における個人カ

テゴリ𝑛の目的𝑘における目的地選択確率𝑃𝑖𝑗,𝑛,𝑘を次式

で表現する．ここでの個人カテゴリ𝑛の𝑖𝑗間のアクセ

シビリティ指標𝐴𝐶𝐶𝑖𝑗,𝑛は，式(16)の交通手段選択モ

デルにおける𝑖𝑗間の個人カテゴリ𝑛の交通手段𝑚利用

時の効用関数𝑉𝑖𝑗,𝑛
𝑚 を用いたログサム変数として次式

で表現する． 

𝐴𝐶𝐶𝑖𝑗,𝑛 =
1

𝜇
ln ( ∑ 𝑎𝑣𝑛

𝑚exp (𝜇𝑉𝑖𝑗,𝑛
𝑚 )

𝑚∈𝑀𝑛

) (11) 

𝑉𝑖𝑗,𝑛,𝑘 = 𝑝𝑠𝑛,𝑘  𝑆𝑗,𝑘 + 𝑝𝑎𝑛  𝐴𝐶𝐶𝑖𝑗,𝑛 (12) 

𝑃𝑖𝑗,𝑛,𝑘 =
exp(𝑉𝑖𝑗,𝑛,𝑘)

∑ exp(𝑉𝑖𝑗′ ,𝑛,𝑘)𝑗′∈𝐽𝑛

 (13) 

ここで， 

𝜇  ：分散パラメータ 

𝑎𝑣𝑛
𝑚  ：個人カテゴリ𝑛の交通手段𝑚利用可能性 

𝑆𝑗,𝑘  ：目的𝑘別施設（目的地）𝑗の集客力指標 

𝑉𝑖𝑗,𝑛,𝑘 ：個人カテゴリ𝑛の𝑖𝑗間の効用 

𝑝𝑠𝑛 , 𝑘 ：集客力指標のパラメータ 

𝑝𝑎𝑛  ：アクセシビリティ指標のパラメータ 

個人カテゴリ𝑛の目的𝑘の発生交通量を𝑇𝑖,𝑛,𝑘として，

OD 交通量𝑇𝑖𝑗,𝑛,𝑘は目的地選択確率𝑃𝑖𝑗,𝑛,𝑘を用いて次式

で算定する． 

𝑇𝑖𝑗,𝑛,𝑘 = 𝑇𝑖,𝑛,𝑘 ∙ 𝑃𝑖𝑗,𝑛,𝑘 (14) 

また，𝑖𝑗間における個人カテゴリ𝑛の交通手段𝑚の選

択確率𝑃𝑖𝑗,𝑛
𝑚 を次式で表現する． 

𝑉𝑖𝑗,𝑛
𝑚 = 𝑝𝑔𝑐𝑛 𝑔𝑐𝑖𝑗,𝑛

𝑚  (15) 

𝑃𝑖𝑗,𝑛
𝑚 =

𝑎𝑣𝑛
𝑚  exp (𝑉𝑖𝑗,𝑛

𝑚 )

∑ 𝑎𝑣𝑛
𝑚  exp(𝑉𝑖𝑗,𝑛

𝑚′
)𝑚′∈𝑀𝑛

 (16) 

ここで， 

𝑉𝑖𝑗,𝑛
𝑚   ：𝑖𝑗間の個人カテゴリ𝑛の交通手段𝑚利用 

時の効用 

𝑝𝑔𝑐𝑛 ：一般化費用についてのパラメータ 

𝑎𝑣𝑛
𝑚  ：個人カテゴリ𝑛の交通手段𝑚利用可能性 

この時，交通手段利用可能性𝑎𝑣𝑛
𝑚は，個人の交通

手段の有無，徒歩可能距離，一般化費用の閾値を考

慮し，次式のように表現する．したがって，𝑎𝑣𝑛
𝑚は 0

～1の値をとる． 

𝑎𝑣𝑛
𝑚 = 𝑎𝑣_𝑚𝑛

𝑚 × 𝑎𝑣_𝑤𝑛
𝑚 × 𝑎𝑣_𝑐𝑛

𝑚 (17) 

ここで， 

𝑎𝑣𝑛
𝑚  ：個人カテゴリ𝑛の交通手段𝑚利用可能性 

𝑎𝑣_𝑚𝑛
𝑚 ：個人カテゴリ𝑛の交通手段𝑚利用可能性 

（交通手段の保有）（利用可能→1，利用

不可能→0，世帯内同乗→0～1） 

𝑎𝑣_𝑤𝑛  ：個人カテゴリ𝑛の徒歩可能距離を 

   考慮した徒歩アクセス可能性 

   （徒歩距離＜徒歩可能距離→1， 

   徒歩距離≧徒歩可能距離→0） 

𝑎𝑣_𝑐𝑛
𝑚 ：一般化費用閾値𝑔𝑐_𝑡ℎ𝑟𝑛

𝑚を考慮した 

アクセス可能性（𝑔𝑐𝑖𝑗,𝑛
𝑚 ＜𝑔𝑐_𝑡ℎ𝑟𝑛

𝑚→1， 

𝑔𝑐𝑖𝑗,𝑛
𝑚 ≧𝑔𝑐_𝑡ℎ𝑟𝑛

𝑚→0） 

施設（目的地）に対してすべての交通手段利用可

能性𝑎𝑣𝑛
𝑚が 0となった場合，当該施設（目的地）を𝐽𝑛

選択肢集合から除外することで，アクセス可能施設

数を変化させる．目的別交通手段別 OD 交通量𝑇𝑖𝑗,𝑘
𝑚 は

交通手段選択確率𝑃𝑖𝑗,𝑛
𝑚 を用いて次式で算定する． 

𝑇𝑖𝑗,𝑘
𝑚 = ∑ 𝑃𝑖𝑗,𝑛

𝑚 𝑇𝑖𝑗,𝑛,𝑘
 

𝑛

 (18) 

 算定した交通手段別 OD 交通量を次式によりリンク

交通量𝑥𝑎
𝑚に配分する． 

𝑥𝑎
𝑚 = ∑ ∑ ∑ 𝛿𝑎

𝑖𝑗

𝑗

𝑇𝑖𝑗,𝑘
𝑚

𝑖𝑘

 (19) 

配分後のリンク交通量をベースにLOSを以下の式に

より算定する．まず，道路リンク走行時間𝑡𝑎
𝐴𝑢𝑡𝑜は次

の BPR関数により算定する． 

𝑡𝑎
𝐴𝑢𝑡𝑜 = 𝑡𝑎,0

𝐴𝑢𝑡𝑜 (1 + 𝛼 (
𝑥𝑎

𝐴𝑢𝑡𝑜

𝐾𝑎

)

𝛽

) (20) 

ここで， 

𝑡𝑎,0
𝑎𝑢𝑡𝑜 ：道路リンク𝑎の自由走行時間 

𝐾𝑎  ：道路リンク𝑎の交通容量 

𝛼,𝛽 ：パラメータ 
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また，公共交通サービス頻度𝑓𝑙
 は，リンク交通量

（利用者量）および最大・最低頻度を考慮し，次式

で算定する． 

𝑓𝑙 = 𝑚𝑖𝑛 (𝑚𝑎𝑥 (
𝑚𝑎𝑥{𝑥𝑟𝑙

𝑃𝑇}

𝐾𝑙

, 𝑚𝑖𝑛𝑓𝑙 ) , 𝑚𝑎𝑥𝑓𝑙 ) 21) 

ここで， 

𝑥𝑟𝑙
𝑃𝑇  ：公共交通リンク𝑟𝑙の交通量 

𝐾𝑙   ：公共交通系統𝑙の容量 

𝑚𝑖𝑛𝑓𝑙  ：公共交通系統𝑙の最低運行頻度 

𝑚𝑎𝑥𝑓𝑙  ：公共交通系統𝑙の最大運行頻度 

さらに，公共交通混雑𝑐𝑐𝑟𝑙
を時間コストとして考慮

し，次式で算定する． 

𝑐𝑐𝑟𝑙
= 𝛾 (

𝑥𝑟𝑙
𝑃𝑇

𝑆𝐾𝑙

)

𝜂

 (22) 

ここで， 

𝑆𝐾𝑙  ：公共交通系統𝑙の着席容量 

𝛾,𝜂  ：パラメータ 

 本モデルでは，MSA 法を採用することで交通量を

均衡配分する．MSA の反復ごとに以上の計算により，

交通ネットワークの LOS および個人カテゴリ𝑛の交通

手段別一般化費用を算定する．なお，リンク交通量

の更新は，次式で実施する． 

𝑥𝑎
𝑚,𝑝+1

=
𝑝

𝑝 + 1
𝑥𝑎

𝑚,𝑝
+

1

𝑝 + 1
𝑥𝑎

𝑚,𝑝′

 (23) 

ここで， 

𝑝   ：反復回数 

𝑥𝑎
𝑚,𝑝+1

 ：更新後（𝑝 + 1）のリンク交通量 

𝑥𝑎
𝑚,𝑝

  ：更新前（𝑝）のリンク交通量 

𝑥𝑎
𝑚,𝑝′

 ：反復𝑝での再配分後のリンク交通量 

 配分後の交通量およびLOSをベースに，個人カテゴ

リ𝑛の𝑖𝑗間のアクセシビリティ指標𝐴𝐶𝐶𝑖𝑗,𝑛を算出し，

個人ノードと施設ノードを接続する施設アクセスリ

ンクの重みとして付与する．その際，重みが負とな

ることを避けるため，次式によりアクセシビリティ

指標を基準化する． 

𝐴𝐶𝐶𝑖𝑗,𝑛
𝑠𝑡 =

𝐴𝐶𝐶𝑖𝑗,𝑛
 − 𝐴𝐶𝐶𝑖𝑗,𝑛,𝑚𝑖𝑛

 

𝐴𝐶𝐶𝑖𝑗,𝑛,𝑚𝑎𝑥
 − 𝐴𝐶𝐶𝑖𝑗,𝑛,𝑚𝑖𝑛

  (24) 

ここで， 

𝐴𝐶𝐶𝑖𝑗,𝑛
𝑠𝑡  ：基準化された個人カテゴリ𝑛の𝑖𝑗間の 

アクセシビリティ指標 

𝐴𝐶𝐶𝑖𝑗,𝑛
   ：個人カテゴリ𝑛の𝑖𝑗間の 

アクセシビリティ指標 

𝐴𝐶𝐶𝑖𝑗,𝑛,𝑚𝑖𝑛
  ：𝐴𝐶𝐶𝑖𝑗,𝑛

 の最小値 

𝐴𝐶𝐶𝑖𝑗,𝑛,𝑚𝑎𝑥
  ：𝐴𝐶𝐶𝑖𝑗,𝑛

 の最大値 

 

 

 

 

 

3．豊橋市を対象とした将来予測への適用 

 

(1) シミュレーション概要 

a) 利用データ 

道路ネットワークデータは ESRI ジャパンの道路網

(2018)を使用して作成した．バス路線は豊橋鉄道バ

スと豊橋市コミュニティバスの路線を合わせた計 55

路線についてネットワークデータを作成した． 

b) 概要 

シミュレーションは，豊橋市の4次メッシュのうち

人口ありの 784メッシュを対象として行う(図-3)．各

メッシュに重心を与え，住民や施設はすべてメッシ

ュの重心に位置すると仮定する．これらのメッシュ

の中心から，市内 23 か所の大型小売店舗までの経路

探索により，市民の買い物行動を表現する．また，

マイクロシミュレーションにより都市を経年変化さ

せる．分析期間は，2015年から 2025年までの 10年間

とする． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 豊橋市人口有メッシュと買い物施設 

 

表-1 個人カテゴリ別交通条件 

 

表-2 一般化費用閾値 

買い物施設 
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(2) シミュレーション条件 

表-1 に，シミュレーションにおいて利用する個人

カテゴリ別交通条件を示す．個人カテゴリ別に徒歩

速度，徒歩可能距離が設定されており，また，免許

の保有の有無で自動車移動が可能かどうかを判断し

ている．なお，家族に免許を保有している個人がい

る場合は同乗可能とし，自動車移動を可能とした．

また，表-2のように一般化費用の閾値を設定した． 

 

(3) 将来予測シミュレーション結果 

マイクロシミュレーション(MS)による将来人口推

移の予測結果として，国勢調査とシミュレーション

の推定値の年齢別人口分布の比較を図-4 に示す．な

お，本シミュレーションにおいて初期時点である

2015 年のデータは国勢調査 2015 年度の人口等基本集

計結果と同一である．国勢調査と世帯マイクロデー

タを比較すると，年齢別人口分布が等しくなってお

り，生成した世帯マイクロデータが実測値を再現で

きていることが確認された．また，世帯人数別世帯

数では，少人数世帯の数が増加し，大人数世帯の数

が減少する傾向が見られた． 

個人カテゴリ 0と 2における各メッシュのアクセシ

ビリティ（ACC）のシミュレーション結果を図-5 に

示す． 

いずれの結果からもACCが都心部で高いことが確認

できる．また，個人カテゴリ 0（高齢者免許あり）が

個人カテゴリ 2（高齢者免許なし）よりも ACCが高く

なっていることが確認できる．しかし，豊橋市臨界

部にあたる一部のメッシュのACCが非常に高い値を示

しており，現実的でない結果が得られたので改善が

必要である． 

 交通分担率の推定値と実測値の比較を図-6 から図-

8 に示す．シミュレーションにおける推定値と第五回

中京パーソントリップ調査の結果を個人カテゴリ別

に比較した．なお，本モデルでは，買い物行動に着

目した交通分析を行うため，第五回中京パーソント

リップ調査における5つの行動目的（出勤，登校，自

由，業務，帰宅）のうち，買い物行動を含む自由目

的のデータのみを実測値として利用した． 

 免許を保有する個人カテゴリ0,1において，自動車

依存の傾向がシミュレーション上でも確認できた．

しかし，個人カテゴリ0の推定値において，徒歩によ

る買い物行動を選択する割合が実測値と比べて非常

に少ない結果となった． また，個人カテゴリ 1,2 の

推定値において，公共交通利用の割合が実測値と比

べて非常に高くなっていることが確認できた．以上

より，個人カテゴリ別の交通分担率は，現段階では

正しく表現できておらず，今後シミュレーション条

件の感度分析を行う必要がある． 

個人カテゴリ別の固有ベクトル中心性と度数の関係

を図-9 に示す．固有ベクトル中心性とは，個人の中

心性を表しており，ACC と度数により算出される．

ここで度数とは，個人からアクセス可能な施設の数

を表す．高齢者にあたる個人カテゴリ0,2の度数が低

く，高齢者はアクセス可能な施設の数が少ないこと

が示されている．一方，非高齢者の度数と ECは高い

ことが確認できる． 

 次に施設における固有ベクトル中心性と次数の関

係を図-10 に示す．円のサイズによって固有ベクトル

中心性の大きさを表し，色の濃さによって次数の大

きさを表した．また，各メッシュを人口規模ごとに

色分けした．豊橋市で人口が多い中心部に位置する

施設ほど次数と固有ベクトル中心性が大きくなるこ

とが確認できる．2015 年と 2025 年を比較すると，全

体的に度数が少なくなっていることが確認できる．

これは人口減少により，施設へアクセス可能な人数

の減少によるものと考えられる． 

 

 

図-4 世帯・人口変動 

図-5 豊橋市メッシュごとの ACC 

図-6 個人カテゴリ 0の交通分担率 
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図-7 個人カテゴリ 1の交通分担率 

 

図-8 個人カテゴリ 2の交通分担率 

 

図-9 個人の度数と EC 

 
図-10 施設の度数と EC 

 

 

4．都市政策評価への適用 

 

(1) 豊橋の都市政策 

a)豊橋市都市交通計画 2016-2025 

・公共交通幹線軸の強化 

沿線に住みたくなる魅力ある公共交通とするため，

バス路線を利便性の高い公共交通幹線軸として強化

を行う．集約型都市構造への転換に向けた都市づく

りと連携して構築する．具体的な取り組み内容とし

ては，増便や運行時間帯の拡大，定時性や速達性を

確保する走行環境の改善や待ちやすい環境整備など，

利便性の向上につながる事業を展開している． 

・交通結節機能の強化 

各公共交通機関が連携した公共交通ネットワーク

を構築するため，交通結節点では公共交通相互や公

共交通と徒歩・自転車・自家用車との円滑で利便性

の高い乗換機能と待ちやすい環境をつくり，様々な

交通が結節する場所として整備を推進している． 

b) 豊橋市立地適正化計画 

・市街地の集約化 

人口減少・高齢化が進むなか，便利な生活をおくる

ことができる都市機能誘導区域の周辺や高度なサー

ビス水準が確保された公共交通幹線軸の沿線へと，

高密度な人口集積を図り，居住誘導区域を設定．加

えて，居住を積極的に誘導すべき区域として「歩い

て暮らせるまち区域」を設定している(図-11)． 

 

 

図-11 居住誘導区域 

 

(2) 評価する都市政策の内容 

豊橋市の都市・交通施策より，本モデルで評価可

能な3つの施策を対象に分析する．ここでは，今後ど

のように都市政策評価を行うのか，シミュレーショ

ン上での設定についてなどの考えを述べる． 

a)市街地の集約化 

本研究で使用するモデルは，個人が居住地のアク

セシビリティや地価を考慮し，居住選択を行うモデ

ルとなっている．これにより，豊橋市の将来的な人

口分布を推定し，居住誘導区域への居住誘導効果を

評価する．また，居住誘導地域における買い物施設

へのアクセス性を，交通・アクセシビリティモデル

により算出し，居住誘導区域外のアクセス性と比較

することで，居住誘導区域における交通利便性を評

価する． 
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b) 公共交通の強化 

バス路線の維持・運行本数の増便により，住民の

公共交通利便性がどの程度変化するのか評価を行う．

シミュレーション上においては，鉄道・バス路線の

運行本数を増加させ，バス路線を新たに加えること

によって，公共交通を強化した場合の住民のアクセ

ス性を推定する． 

c) 公共交通利用者への支援 

公共交通利用者（高齢者・子育て世帯など）への

支援や運賃の低廉化により，住民の公共交通利便性

がどの程度変化するのか評価を行う．シミュレーシ

ョン上においては，高齢者・子ども世代の運賃無償

化により表現する． 

 

(4) 評価指標（固有ベクトル中心性） 

アクセスネットワークは図-12 に示すように 2 部ネ

ットワークとしての解釈が可能であり，これを平面

化したグラフを考えることで隣接行列を定義できる．

この隣接行列に対して固有ベクトル中心性（以下，

EC）を算出し，その経年的な変化に着目した考察を

実施する．なお，EC（式(25)）は対象ノードの中心

性に隣接ノードの中心性を反映させた指標であり，

次数やリンクの重みを考慮可能である．つまり，個

人および施設ノードのECに対してそれぞれ表-3に示

すような要素が考慮可能となる．ここで，𝑨 = (𝑎𝑖𝑗)

は隣接行列，𝜆は𝑨の最大固有値，𝒄 = (𝐶𝑒𝑣(𝑖))は中心

性を成分とするベクトルである． 

𝐶𝑒𝑣(𝑖) =
1

𝜆
∑ 𝑎𝑖𝑗

𝑛

𝑗=1
𝐶𝑒𝑣(𝑗),      𝒄 =

1

𝜆
𝑨𝒄 (25) 

 

 

表-3 固有ベクトル中心性の考慮可能要素 

 

5．おわりに 

 

先行研究において仮想都市を対象に構築された社

会ダイナミクスシミュレーションモデルを実都市に

適用するために改良し，固有ベクトル中心性による

アクセシビリティ指標の算出することができた．し

かし，交通・アクセシビリティモデルにおける交通

分担率に関して，現段階では正しく表現できておら

ず，今後シミュレーション条件の感度分析を行う必

要がある． 

マイクロシミュレーションを用いた本モデルの強

みとして，個人属性を考慮した交通シミュレーショ

ンを行うことが可能であることが挙げられ，市民の

個人属性を経年変化させることで，より詳細な将来

都市における個人ごとの交通シミュレーションが実

施可能である．シミュレーションの対象都市である

豊橋市は，公共交通があるにも関わらず，自動車移

動による交通手段分担率が7割程度と自動車移動の依

存傾向が強い．また，少子高齢化に伴う高齢ドライ

バーによる事故も懸念されている．住民が自動車移

動に依存しないまちづくりが必要不可欠となってお

り，減少する財源の中で将来を見越したより効果的

な政策立案が必要となっている．マイクロシミュレ

ーションによる詳細な都市の将来予測によって，よ

り良い交通政策の立案に寄与することが本研究の最

終目標である． 

 今後の研究展望としては，交通・アクセシビリテ

ィモデルの感度分析を行い，より実測値に近い交通

シミュレーション結果での将来予測を行う．またそ

の結果を用いて，4 章で記載した都市政策評価を行い，

社会ダイナミクスシミュレーションによる都市政策

評価の有用性について検討したい． 
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